
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京都市は，長い住民自治の歴史と伝統の中で培われた 

「地域力」を未来に引き継いでいくために， 

住民の自治会・町内会への参加を支援し， 

地域コミュニティの活性化を推進しています。 

※ 詳しくは裏面を 

京都市文化市民局地域自治推進室 

（０７５－２２２―３０９8） 

 

転入者地域交流支援制度 

が，平成３１年（2019 年）４月から 

スタートします。 

マンション新築や宅地開発により， 

新たに住民となる方を， 

地域，事業者，京都市が連携して 

温かく迎える 

資料５－１ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

制度の流れ 

① 事前協議 ② 連絡調整 

制度の内容 

③ 状況 
報告 

自治会・町内会の加入に向けた取組など 

制度の詳細は，文化市民局地域自治推進室までご連絡ください。 

TEL ０７５－２２２－３０９８ ／ ＦAX ０７５－２２２－３０４２ 

e-mail  chiikizukuri@city.kyoto.lg.jp ／ HP https://www5.city.kyoto.jp/chiiki-npo/ 

対象となる事業者は，建築確認，開発許可申請前に， 

地域（地域自治を担う住民組織（学区自治(会)連合会等））と 

連絡調整（転入者と地域住民との交流を促進するため，転入者への地域活動情

報の提供や自治会・町内会への加入案内等についての協議）を行い， 

京都市（地域自治推進室）に報告していただくことが必要となります。 

この印刷物が不要になれば 

「雑がみ」として古紙回収等へ！ 

※ 平成 31 年 4 月 21 日申請分から対象となります。 
※ 上記以外の共同住宅，長屋及び寄宿舎の新築並びに戸建住宅の宅地開発（開発許可を要するもの）については， 

地域の申出により，市長が必要と認める場合に対象となります。 
 

制度の対象 

・特定共同住宅（３階建以上かつ１５戸以上の共同住宅）の新築 

・1,000 ㎡以上の戸建住宅の宅地開発（開発許可を要するもの） 

ここ京都は，長い歴史を紡いできた住民自治の伝統が息づくまちであり，現代でも，自治

会・町内会が中心となって行う防災訓練，防犯・見守り活動，地蔵盆・運動会などの地域

活動が，安心で快適な暮らしを支えています。災害時においても，日頃からの顔の見える関

係と地域での助け合い，支え合いが，安心・安全，そして命を守っています。 

 この度，平成３１年４月から，マンションの新築や戸建住宅の宅地開発により転入される

方と地域住民との交流を促進するため，地域と事業者が，あらかじめ早期に，自治会・町

内会への加入等に関して協議していただく制度をスタートします。 

地域，事業者，京都市が連携して，京都ならではの地域のつながりをこれからも守ってい

くために，一層のご協力をお願いします。 

① 事業者と京都市とで，連絡調整の進め方などの事前協議 

② 地域と事業者との連絡調整 

③ 事業者が京都市へ状況を報告（報告書の提出） 

④ 連絡調整事項の実施 

※ 地域と事業者が協力して，転入者への地域活動情報の提供，自治会・町内会への 

加入案内等を行っていただきます。 

京都市 

※ 建築，開発計画の内容は，協議の対象ではありません。 
 

発 行：京都市文化市民局地域自治推進室 
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